
（別紙１） 
産業労働部 令和６年度当初予算要求のポイント 

 

１ 基本方針   

労働生産性の向上や担い手不足の解消、物価高の克服や持続的な賃上げの実現など、県内産業を取
り巻く課題の解決に向けて、「世界から選ばれる『稼ぐ』産業の創出」、「人口減少社会に対応した産業

構造への転換」、「強靭で健全な経済構造確立に向けた地域内経済循環の促進」に取り組みます。 

１ 世界から選ばれる『稼ぐ』産業の創出 
① 世界での競争に勝てる企業の創出 
② 世界のスタンダードへの対応 

２ 人口減少社会に対応した産業構造への転換 

③ 女性・若者から選ばれる産業づくり 
④ 人材の確保とシェアリングの推進 
⑤ 産業ＤＸの推進 

３ 強靭で健全な経済構造確立に向けた地域内経済循環の促進 

２ 重点事項  

１ 世界から選ばれる『稼ぐ』産業の創出  

 ① 世界での競争に勝てる企業の創出  
 ○ DX、GX、LX を「稼ぐ力」の原動力と捉え、市場競争力のある製品・サービスの開発を支援す

るとともに、戦略的な海外市場展開を通じて、県内産業の持続的な成⻑を実現します。 
・ 医療機器や航空機システムなどの成⻑期待分野について、技術・製品開発や海外大手メーカ

ーへの売込などのグローバル展開等を支援し、世界で稼げる企業の集積形成を図ります。 
［関連事業：№３、４］ 

・ 世界的な EV シフトの潮流を踏まえ、県内製造業による関連部品の開発を支援するとともに、
海外販路拡大を支援することにより、「EV 関連産業クラスター」の形成につなげます。 

［関連事業：№５］ 

・ 「発酵・⻑寿県 NAGANO」のブランド価値向上を図るため、フードテックを活用した新商
品開発や人材育成・販路開拓を支援します。 

［関連事業：№27］ 

・ 関⻄圏のホテル、商業施設等において信州フェアを実施するなど、大阪・関⻄万博の開催を
契機とし、本県の農産物や加工品の販路開拓や販売促進に取り組みます。 ［関連事業：№14］ 

〇 伝統的工芸品産業を未来につなげるため、後継者確保や販路開拓、リブランディングや県内企
業等との連携による新規ビジネス創出、クラフトとの連携による消費拡大等を支援します。 

［関連事業：№31、32］ 

○ 信州地酒の振興に向け、GI ⻑野の認定等による信州地酒ブランド化の推進に取り組むととも
に、酒蔵・ワイナリー等の醸造技術向上支援により信州地酒の価値向上を促進します。 

［関連事業：№30］ 

 ② 世界のスタンダードへの対応  
○ 県内企業の水素利活用を促進するため、水素利活用のポテンシャル（想定必要需要量）と

カーボン排出量の削減効果についての分析を実施します。        ［関連事業：№２］ 
 



〇 LCA（Life Cycle Assessment）の観点から製品ライフサイクル全体のカーボン排出量削減を  
支援するなどの「プロセスイノベーション」を推進します。         ［関連事業：№１］ 

〇 県内中小企業の自主的な省エネ設備等の導入を後押しするため、エネルギーコスト削減促進ツ
ールの普及を図るとともに、中小企業融資制度資金において、同ツールを利用した事業者への支
援を行います。                           ［関連事業：№11、13］ 

２ 人口減少社会に対応した産業構造への転換  

 ③ 女性・若者から選ばれる産業づくり  
〇 地域活性化に取り組む女性・若者等の活動支援や、商店街における課題解決を目的とした  

「ソーシャル・ビジネス」の創業支援を通じ、商店街の魅力向上、活力創出を推進します。 
［関連事業：№33、34］ 

〇 女性・若者の起業促進を図るため、専門コーディネーターによる起業相談やポータルサイトに
よる情報発信等を行い、日本一創業しやすい県づくりを進めます。     ［関連事業：№12］ 

 ④ 人材の確保とシェアリングの推進  
○ 県内産業の担い手確保や人材の定着を図るため、ＵＩＪターンや移住の促進、外国人材の採用

支援、信州ブランドの発信に取り組みます。 
・ 小中高校生に職業体験の機会を提供し、地域の産業や企業の魅力を伝えるとともに、産学官

が連携した広域的なつながりによるキャリア教育・探求学習のサポート体制の検討を進めます。 
［関連事業：№22］ 

・ 県内企業への就業やテレワーク等で移住する際の経費を助成するとともに、県内企業の外国
人材の採用を支援するため、企業と登録支援機関等をつなぐ窓口を設置します。 

［関連事業：№37、41］ 

・ 信州ブランドの価値や意義について共通認識を持つためのツール制作、企業や市町村と連携
した情報発信、ブランド認知のための機会創出等に取り組みます。  ［関連事業：№18、19］ 

○ フルタイムや本業中心といった従来の雇用形態を見直し、多様な人材の労働参加を促進すると
ともに、働き手一人ひとりが尊重される働き方の実現に向けた環境整備を支援します。 

 ・ 短時間であれば働ける子育て中の女性や障がい者、高齢者等の労働参加を促進するため、  
県内企業の短時間業務の切り出しを支援します。            ［関連事業：№42］ 

・ 男性従業員の育児休業取得促進に取り組む企業の支援や、従業員に対する奨学金返還支援を
行う企業への助成により、若者等多様な人材から選ばれる労働環境の整備を促進します。 

［関連事業：№39、40］ 

 ⑤ 産業ＤＸの推進  
○ 県内企業のデジタル技術活用を更に推進するため、産業支援機関等と連携して、機運醸成・  

啓発、診断（現状把握）、技術習得、導入支援までの一貫した支援体制を整備します。 
［関連事業：№８、23］ 

○ 県内情報関連産業での海外ＩＴ人材の獲得を促進するため、セミナーの開催や関係機関・現地
人材との関係強化等により、海外ＩＴ人材の採用に取り組む企業を支援します。 

［関連事業：№９］ 

３ 強靭で健全な経済構造確立に向けた地域内経済循環の促進    

〇 産官学が連携した全県統一キャンペーンなど「しあわせバイ信州運動」を展開するとともに、
「デジタル地域通貨」の導入・拡充を支援することにより、地域内経済循環の促進を図ります。 

［関連事業：№28、29］ 


